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基本事業名 対象 意図 取り組み方針

1 町内の各地区 地域住民が気軽に利用できる。
公民館や集会所等、地域の施設が維持できるように補助制度を
活用して支援します。

2
コミュニティ活動への
支援

町民 活動に取り組みやすくなる。
地域のために活動する個人や団体に対し、補助金を活用して支
援します。

3 担い手の育成 町民 新たな活動に取り組む。
まちづくり活動に関心のある人を対象にした研修や講演会等を
企画し、活動を推進するための情報提供及び支援を行います。

4

コミュニティ施設の維
持

１．施策の現状 ２．施策の課題

・一部地域では、人口減少及び高齢化により地域での活動（特にお祭り）が出来
なくなるのではないかと危惧されています。
・まちづくり協議会の会員及び活動が固定化され、新しい人の参加や新たな取り
組みが難しい状況です。
・コミュニティ施設（地域の集会所など）は建築から数十年が経ち、老朽化等によ
る修繕が必要な所が増えています。
・国や県のコミュニティ助成事業は、宝くじの売り上げ減少に伴い、補助枠が減る
などの問題が起きています。

・人口減少や高齢化が加速していくなかで、地域活動が行えなくなる地区が
発生する可能性があり、若年層が参画しやすい環境づくりを検討する必要
があります。
・まちづくり協議会のあり方や活動内容について検証する必要があります。
・施設改修を望む地区が今後も一定程度あると考えられ、施設整備補助金
の募集や運用の方法等を検討する必要があります。
・コミュニティ活動のための、新たな財源確保が必要です。

施
策
の
目
的
・
目
標
達
成

の
た
め
の
役
割
分
担

１．町民（事業所、地域、団体）の役割 ２．行政（町、県、国）の役割

・地域での活動に積極的に参加し、地域住民同士の交流を図る。
・近所に住んでいるこどもや高齢者などに対して、声かけするなど、出来る範囲
で見守りを行う。
・目的を共有し、共に活動する仲間を増やすよう努める。

・地域のコミュニティ活動を、補助事業などを活用して支援する。
・地域住民に対し、各種補助事業（国、県、町）の周知を図り活用を促す。
・オープンセミナー等を活用し、地域の担い手となる人材の育成を支援す
る。

3．施策を取り巻く状況（対象や法令等）は今後どのように変化する？ ４．施策に対して、住民や議会からどんな意見や要望が寄せられているか？

・人口減少によるコミュニティの継続、特に地域に伝わる祭りなどの継承が困難
な状況になるところが出てくる。
・新たなコミュニティの創出、それに起因した関係人口、交流人口の増加は可能
性がある。
・今後、町の財政が厳しくなった場合、補助金が削減され、補助金依存している
活動は自然消滅する可能性がある。

・高齢者の見守りなど,地域に暮らす人のための活動うぃ行って欲しいという
声がある。
・「まちづくり」の捉え方が人それぞれで、自分の考えと違う活動に対し批判
的であったり、どんな活動が適切なのか分からないという声もあがっている。

施
策
を
取
り
巻
く
状
況

・地域の拠点である集会所等の改修や修繕に係る費用を補助する。

1 日施策マネジメントシート（2024年度の振り返り、総括） 作成日 2025 年 8 月

基本
目標

Ⅴ 地域をささえるひとづくり

・「住民」が主体となって「地域」のために行う活動を、補助事業を活用して支援する。

・地域活動に興味を持つ人を増やすため、研修会や講演等を企画したり、また企画する団体等を支援する。

基
本
事
業
の

考
え
方

課長 小池　俊弘

担当係 企画調整係

目的と
基本方針

住民が助け合い、住みやすい地域をつくる

・地域活動の継続を目指し、活動の支援及び担い手の育成を図ります。

施策 23 コミュニティ活動の推進 主管課

名称 企画課

関係課
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業
　
取
り
組
み
状
況
・
増
減
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分
析
・
課
題
・
取
り
組
み

取り組み状況 目標に対する増減の要因分析 現状の課題 具体的な取り組み

1

コミュニティ施設の新設、改
修、修繕について補助を実
施。工事の内容により、国・
県の助成金を紹介している。

老朽化したコミュニティ施設
が多く、また補助要綱の見直
しをした結果、要望は増えて
いる。予算の範囲で収まって
はいるが、実施しなかった相
談も多い。

今後も要望は増えてくると思
われるため、予算の確保が
課題となる。

要望の内容や、金額を精査し、優先順
位をつけて、複数年にわたった計画的
な補助執行をする。
避難所としての役割もあるため、しっかり
と支援を継続していきたい。

2

ボランティア団体、地域組織に
よる植栽のための花苗配布を実
施。また、まちづくり協議会や地
域団体への地域活動に対する
補助を実施している。

団体構成員のマンパワー不
足により、事業実施をあきら
める団体が出たことにより減
少した。

価値観の多様化からコミュニ
ティ活動に対する考え方が
複雑になっている。それに伴
い高齢化する各団体におい
て若年層に引き継ぐことが困
難になっている。

事業を継続する中で、新たに参入しや
すい環境を整え、啓発活動を推進す
る。

3

まちづくり協議会の事業の一
つとして、環境をテーマとし
た研修会を実施した。

まちづくり協議会員の高齢化
により、実施事業数が減少し
ており、あらたな事業を計画
できなくなっている。

会員の固定化により、継続事
業の実施が多く、人材育成
を意識した事業が事務局提
案のみとなっている。

団体の高齢化は深刻化しており、組織
の在り方を再検討する時期にある。若年
層の人材育成と同時に、現会員の意識
改革にも取り組まなければならない。

4

成
果
指
標

　
　
の
達
成
状
況

Ａ 達　成
成
果
指
標

　
　
増
減
の
要
因

Ａ

アフターコロナにおいて、全体的には横ばいの数値となっており、目標値を上回った。若年層の参加が伸びて
おり、移住者の参加が影響している。

Ｂ 達　成 Ｂ

微増しており、目標値を上回った。ユネスコエコパーク登録を起点に、大手企業との連携も増え、メディアに取り
上げられる回数も増えたことから、町民の意識も高まっている。

Ｃ Ｃ

Ｄ Ｄ

8 102 4 6

-

コミュニティ施設の維持

コミュニティ活動への支援

担い手の育成

実績値

目標値

実績値

目標値

23 コミュニティ活動の推進 主管課
名称

65.0 66.0 67.0

基本事業名 指標名 単位

1

Ｄ

企画課

課長 小池　俊弘

2 1

2

3
実績値

目標値

目標値 -

実績値 -

76

目標値

基
本
事
業
の
成
果
指
標

B

B

B

B
実績値

目標値

Ａ 研修等の開催回数

区分

3 3

2027年度

90.0 90.0 90.0

3 3

0

2023年度 2024年度 2025年度

6 4 5

施策

Ａ
実績値

4

2021年度 2022年度 2026年度

目標値

Ａ 支援を行った団体 件
実績値 89 82

－ 90.0 90.0

回

75

目標値 － 3
Ａ 改修等を行った施設 件

実績値

目標値

Ｃ
目標値

％
実績値 62.1 63.9 64.6 67.8

目標値 70.0 55.0 55.0

目標値 70.0 63.0 64.0

57.0
％

実績値 50.2

2023年度(R5) 2024年度(R6) 2025年度(R7) 2026年度(R8) 2027年度(R9)

57.0 58.0
施
策
の
成
果
指
標

成果指標名 単位 区分 2021年度(R3) 2022年度(R4)

51.4 62.3 63.5

Ｂ 今の場所に住み続けたいと思う町民の割合

Ａ
地域の活動に参加したことがある町民の割
合

実績値

実績値



23．コミュニティ活動の推進

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

年 月 日作成 (令和 年 月 日更新)

組織名 企画

組織名 企画

組織名 企画

施
策
体
系

施策 23 コミュニティ活動の推進

継続事業

7

継続事業

行政区等のコミュニティ活動（主に地区会館やお
祭り用の備品）に対する助成金を交付することに
より、コミュニティの健全な発展を図るとともに宝く
じの普及広報事業を行う。なお、財源は全額が
（一財）自治総合センター等の宝くじの普及広報
事業費で、町の一般会計を通して申請団体に支
給される。

-

4,500,000 円事務事業 000001 コミュニティ助成事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費

基本事業 02

令和

事業
期間

会
計

1 款 2

6 20

組織名 企画

コミュニティ活動への支援

施
策
体
系

施策 23

③課題解決のため取り組んだ事、その結果

令和 7 6 20

事務事業 000001 地域コミュニティ施設整備補助事業
① 事務事業の内容

事業実績

交付実績数（利用件数）

課 企画調整 係
令和　５年度 令和　６年度 単位

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

課題なし -

項 1 目 7

コミュニティ活動の推進

単位

継続事業

 1 2 件

施
策
体
系

施策 23 コミュニティ活動の推進
事業実績

まちづくりを支え合う自主的及び自立的なコミュニ
ティ活動を支援するため、その活動の拠点となる
施設整備事業を補助する。まちづくり事業審査会
により審査実施。

対象事業の範囲や補助率、募集時期を見直
すとともに、コミュニティ団体に広く周知する。

事業費 3,187,000 円

課

②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策
基本事業 01 コミュニティ施設の維持 交付（申請）件数

企画調整 係

件

令和 7 6 20

項 1 目 7 4 5
事業
期間

会
計

1 款 2

コミュニティ施設の老朽化が進んでいるが、人口
減少や高齢化によりコミュニティ団体のみで維持
管理していくことが困難になっている。

制度等の周知を図り、申請内容の速やかな
審査により円滑な事業の実施を支援する。

令和　５年度 令和　６年度

事務事業 000002 まちづくり団体活動支援事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 8,530,620

基本事業 02 コミュニティ活動への支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

まちづくり活動補助金を活用した事業
件数

係
単位

課 企画調整

施
策
体
系

施策 23 コミュニティ活動の推進
事業実績

まちづくりを支え合うコミュニティ活動を支援するため、自
発的な発案による地域の課題解決のためのまちづくり事
業に対して補助金を交付する。
＜まちづくり団体補助金＞補助金の上限100千円（補助
率10/10）
＜まちづくり協議会補助金＞補助金額8,000千円

統一ルールは、支部ごとに運営方法等に違
いがあるため、現段階では調整することが難
しい。そのため、３支部連携による全体事業を
実施し、連携体制の構築を図った。

円

件

令和 7 6 20

項 1 目 7 40 44
事業
期間

会
計

1 款 2

まちづくり協議会運営に関する統一ルールづくり
が必要である。

３支部連携による全体事業を継続的に実施
し、連携体制の強化を図る。

令和　５年度 令和　６年度

事業実績
群馬県地域づくり協議会会費負担金
全国山村振興連盟群馬県支部負担金
利根地方総合開発協会負担金
地域活性化センター負担金

－

円事務事業 000003 地域づくり協議会等参画事業
① 事務事業の内容 ③課題解決のため取り組んだ事、その結果

事業費 1,078,582

基本事業 02 コミュニティ活動への支援
②事務事業の課題 ④今後の方針・課題解決策

協議会等出席回数

係

回項 1 目 7 1 2
事業
期間

会
計

1 款 2

課題なし －
令和　５年度 令和　６年度 単位

課 企画調整

継続事業


